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はじめに                          
 

平成１５年９月の改正地方自治法の施行により、地方公共団体が設置する公の

施設の管理運営については、従来の管理委託制度が廃止され、地方公共団体が自

ら直接管理する方法（直営）か、地方公共団体が指定する団体が管理運営を行う

方法（指定管理者制度）のいずれかの方法で行なわなければならないとされた。 

指定管理者制度が創設されたことにより、市から指定される団体は、従来の管

理委託制度では行うことができなかった公の施設の使用許可権限の行使や包括的

な施設の管理が可能となり、民間のノウハウを活かした主体的で柔軟な管理運営

ができるようになった。また、管理委託制度における管理受託者は、公共的であ

ることが重視され、条件に一定の制限があったが、指定管理者制度では、民間企

業やＮＰＯ法人等を含む多くの団体が指定管理者となることが可能になった。 

本市では、令和４年４月１日時点で１４７の公の施設において、指定管理者制

度を導入しており、施設によっては既に、複数回の指定を更新している。 

指定管理者制度を運用する中で、これまで多くの施設において諸課題に直面し、

その都度対応を図ってきた。 

本ガイドラインは、本市の公の施設の管理運営を効果的かつ効率的に行ってい

くために、これまでの指定管理者制度の運用方法や諸課題への対応を踏まえ、本

市における全ての公の施設に対する『指定管理者制度の運用の原則』を定めるも

のである。 

なお、本ガイドラインを実務に活用するにあたっての補足すべき細目等につい

ては、各施設の所管課が施設ごとの特徴や特性を生かし個別に決定することとす

る。 
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第１章 指定管理者制度の概要                
 

１ 公の施設とは 

 

「公の施設」とは、『住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するた

めに普通地方公共団体が設置した施設』と定義され（地方自治法第２４４条第１

項）、その設置及び管理に関する事項は条例で定めることとされている。(地方

自治法第２４４条の２第１項)。 

「公の施設」であるための条件は、大きく以下の４点が挙げられる。 

 ア 設置主体 … 普通地方公共団体が設置するもの 

 イ 設置目的 … 住民の福祉を増進することを目的とするもの 

 ウ 利用主体 … 当該自治体の住民の利用に供されるもの 

 エ 手  段 … 施設であること 

したがって、本市においては、都市公園、コミュニティ供用施設、地区広場、

学校、幼稚園、保育園、図書館、市民会館、体育館、公営住宅等の施設が該当す

る。 

一方で、これらの条件を満たさない市庁舎、事務所、研究所などは「公の施設」

ではないとされている。 

 

２ 指定管理者制度の概要 

 

(1) 指定管理者制度とは 

 

 指定管理者制度とは、普通地方公共団体が設置する「公の施設」の管理運

営について、民間企業・ＮＰＯ等を含む団体（以下「民間事業者」という。）

に委ねることができることとした地方自治法上の制度である(地方自治法第

２４４条の２第３項)。 

 その目的は、「多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するた

め、公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図る

とともに、経費の節減等を図ること」であるとされている(平成１５年７月１

７日総行行第８７号の総務省通知)。 
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(2) 本市における指定管理者制度の運用状況 

 

 本市では、令和４年４月１日現在、都市公園、市民会館、体育館、地区広

場、駐車場等１４７の公の施設において、指定管理者の指定がなされている。 

 施設を特色ごと区分すると、基盤施設９１施設（駐車場、都市公園）、産

業振興施設３施設（職業訓練施設等）、社会福祉施設１施設（御殿場市民交

流センター）、文教施設３３施設（市民会館、コミュニティ供用施設等）、

レクリエーション・スポーツ施設１９施設（体育館、地区広場等）で構成さ

れている。 

 

(3) 指定管理者制度の特徴 

 

① 地方自治法と個別法 

指定管理者制度は、地方自治法に基づいて運用されている。 

しかし、当該施設の運用が個別の法律において定められている場合で、か

つ当該法律の中で地方自治法と異なる定めが置かれている場合は、個別法の

規定が優先されることになる。 

したがって、各施設の個別法の適用について、指定管理者制度を導入する

ことができるか、または管理業務の範囲が限定されないかを事前に確認する

必要がある。 

＜個別法により指定管理ができない、または限定される施設の具体例＞ 

学校、幼稚園（学校教育法）、道路（道路法）、河川（河川法） 等 

 

② 指定管理者の「指定」とは 

指定管理者の「指定」は行政処分の一種であり、地方自治法上の「契約」

行為ではない。従って、地方自治法上の「契約」に関する規定の適用はなく、

「入札」の対象にはならない。 

また、指定管理者の「指定」をするには、公募・非公募のいずれの方式で

候補者を選定した場合であっても、最終的には議会の議決が必要となる(地

方自治法第２４４条の２第６項）。 
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③ 指定管理者の権限・義務等 

ア 利用者に対する利用許可等の権限 

指定管理者は、従来市が行っていた利用許可権限等の公の施設の管理権

限を行使することができる。 

ただし次の事項については、市長のみが行うこととされているため、指

定管理者に委ねることは認められていない(平成１５年７月１７日総行行

第８７号の総務省通知）。 

 ・ 使用料の強制徴収    （地方自治法第２３１条の３） 

 ・ 行政財産の目的外使用許可（  〃  第２３８条の４第７項） 

 ・ 不服申立てに関する決定 （  〃  第２４４条の４）  等 

 

イ 利用料金制 

利用料金制とは、指定管理者が公の施設の使用許可に加えて、その施設

の利用料金について、条例で定められた上限額を超えない範囲で料金設定

を行い、指定管理者の収入として直接収受することができるものである（地

方自治法第２４４条の２第８項）。 

指定管理者は、市から利用料金制が認められた場合、市からの指定管理

料及び利用料金を施設の管理運営経費に充てることができることから、公

の施設の管理において、主体的で柔軟な管理が可能となる。 

また、市は、利用料金制を採用する場合、あわせて利用料金収入の一定

の割合を指定管理者に納入させる規定を設けることも検討する必要があ

る。 

 

ウ 目的外使用許可 

公の施設の利用許可等の権限については、指定管理者に付与することが

可能であるが、目的外使用の許可権限については、市が引き続き有するこ

ととされているため、指定管理者が権限を行使するものではない(平成１５

年７月１７日総行行第８７号の総務省通知）。 
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④ 指定管理者に対する監督 

普通地方公共団体の長は、指定管理者の管理する公の施設の管理に適正を

期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報

告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる(地方

自治法第２４４条の２第１０条）。 

指定管理者のモニタリングについては、Ｐ２５～「第３章 ４ モニタリン

グ及び評価」で詳述する。 

 

⑤ 指定の取消し及び管理業務の停止 

普通地方公共団体は、指定管理者が自治体の指示に従わない、または公の

施設の管理を継続することが適当でないと認められるときは、その指定を取

り消し、または期間を定めて管理の業務の全部または一部の停止を命ずるこ

とができる(地方自治法第２４４条の２第１１条）。 
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第２章 本市における指定管理者制度 全般に関する事項                   
 

１ 指定管理者制度導入・指定の標準的なスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前
々
年
度 

＜事前の検討＞ 

・指定管理者制度の適否の検討                     

・指定管理者の業務の範囲、募集方法                   

＜直営管理方法検討＞ 

ＮＰＯ法人、民間事業

者等への業務委託等の

検討 

＜設置条例の制定・改正（６月議会）＞ 

 

＜指定管理者の選定＞            

・選定方法、選定基準の決定 
・公募要項等の作成 
・公募の発表、公募要項等の配布 
・公募説明会、現地説明会 
・質問の受付・回答 
・申請書類、事業計画書の受付 
・指定管理者選定審査会の開催 
・指定管理者候補者の選定 

＜指定・債務負担行為の議決（１２月議会）＞ 

・指定管理者に管理を行わせようとする公の施設の名称 

・指定管理者 ・指定期間等 

＜指定管理料予算案の

議決（３月議会）＞ 

＜協定の締結＞ 

引継ぎ・研修  

 

＜指定管理者による管理＞          

・事業報告の義務 

・指定管理者に対する監督 

＜評価・フィードバック＞           

・モニタリングによる年度評価 

・  〃  指定期間更新に向けての評価 

＜直営管理＞ 
当
該
年
度
４
月
～ 

前
年
度 

 

４

月

か

ら

10

月

ま

で 

11

月

か

ら

３

月

ま

で 

法 務 担 当

課と協議 

財政担当課と指

定管理料協議 



 

- 7 - 

 

 

 

※ あくまで標準的なスケジュールを示したものであるため、個々の施設の実情にあわせて設定する。 

２ 指定管理者制度の適用の検討 

公の施設の管理運営に指定管理者制度を適用する場合は、費用対効果の向上だ

けを考えるのではなく、当該施設の設置目的や性質、市民サービス向上や市民の

安全確保、また制度適用にあたっての課題等を総合的に勘案した上で検討が必要

になる。 

制度適用の検討は、次のような場合に行う。 

ア 新規に公の施設を設置した場合 

イ 直営から指定管理者制度へ移行する場合 

ウ 指定期間が満了し、指定管理者制度を継続する場合 

 アやイの場合は、施設の管理運営に新たに指定管理者制度を導入することに

なるため、細部にわたった検討が必要になる。 

 ウの場合は、継続して制度を適用していくことになるが、費用対効果や市民

サービスの向上を図っていく必要がある。 

 いずれの場合にも、当該施設に制度を適用する際は、決定にあたっての正当

かつ合理的な理由を明確にし、市長の意思決定が必要となる。  

同種施設を追加する場合 

都市公園のように、多数の施設を同一の条例を根拠として設置し、既に指定

管理者制度を導入した後に、新たに施設を追加する場合は、必ずしも施設ごと

指定管理者を選定しなければならないわけではない。 

既に管理運営を行っている指定管理者との基本協定への影響を考慮し、指定

管理者と十分協議したうえで、指定期間途中で協定の変更をするか、個別の施

設として、当該施設のみの指定管理者を選定するか、または当該施設のみ直営

管理するかについて、管理運営方針を明確にしなければならない。 

また、指定管理者制度の適用を決定する際は、あわせて指定管理者の選定にあ

たり、「公募・非公募の決定」の検討が必要になる。 

「公募・非公募の決定」については、Ｐ１５で詳述する。 
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３ 指定管理者制度運用におけるマネジメントシステム 

 

(1)  目標に基づくマネジメントシステム 

 

 指定管理者制度を活用することにより、公の施設を適正に管理運営するた

めには、施設の目的を明確に示し、その目的の達成のために指定管理者を方

向付ける必要がある。 

 しかしながら、公の施設の設置目的は非常に抽象的なものが多いため、実

際に指定管理者を方向付けるためには、客観的に判断ができるものが必要と

なる。 

 本市は、行政改革を推進するため、御殿場型ＮＰＭを基本方針として掲げ

ている。 

そこで、指定管理者制度においても事業評価の手法を活用し、公の施設の

設置目的の達成にできるだけ寄与する「指標」を設定するとともに、その指

標に対し、年度単位及び指定期間単位で「目標（値）」を掲げ、その「目標（値）」

に対する実績の進捗管理を行うことで、より効果的で効率的な施設の活用を

図ることとする。 

 

(2)  指標の設定 

 

目標に基づいた施設のマネジメントの有効性を高めるためには、できるだ

け目的につながる具体的な「指標」の設定が必要となる。 

「指標」を設定するには、それぞれの施設の特性を生かすことを十分に考

慮した上で、客観的な目標設定及びそれに対する評価を行うために、可能な

限り、数値化した「指標」を設定することが望ましい。 

 

(3)  協定に基づく管理運営及び評価 

 

「目標（値）」の設定にあたっては、目標の実現性や指定管理者の民間活力

を十分に発揮できるよう考慮し、市と指定管理者が十分に協議を行った上で

明確かつ具体的なものを設定する。 

設定した「目標（値）」については、原則として、協定書に明記する。 

目標の達成状況については、毎年度の事業報告書の一部として指定管理者

に提出させ、市はそれに基づいて管理運営状況の評価を行う。 
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 (4)  ＰＤＣＡサイクルの確立 

 

公の施設の管理運営にあたっては、単年度の状況を評価するだけでなく、

その評価を指定期間内における管理運営の改善につなげていかなければなら

ない。 

このことが、持続的な改善につながり、施設の管理運営レベルの向上につ

ながる。 

したがって、管理運営の改善の循環を定着するためにＰ（Ｐlan：計画）、

Ｄ（Ｄo：実行）、Ｃ（Ｃheck:評価）、Ａ（Ａction:改善）の４つの段階を経

て、持続的に機能する「ＰＤＣＡサイクル」を確立することが重要になる。 

 

Ｐ（計画）： 目的につながる指標と目標値の設定 

       基本協定、年度協定の内容 

Ｄ（実行）： 協定に沿った公の施設の管理運営 

Ｃ（評価）： モニタリング及び評価 

Ａ（改善）： 評価に基づく管理運営方法及び計画の改善、協定変更の検討 

 

４ 運用における基本的事項 

 

(1)  情報公開の実施 

 

指定管理者は、その職員が職務上作成し、又は取得した文書等であって、

自己で管理している公の施設に関するものの公開に努めなければならない

（御殿場市公文書公開条例第２０条第１項）。 

 

(2)  個人情報の保護 

 

指定管理者は、公の施設の管理を行うに当たって個人情報を保有する場合

については、「御殿場市個人情報保護条例第２章」の規定を準用し、個人情報

を適正に取り扱わなければならない（御殿場市個人情報保護条例第３５条の

２第１項）。 
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(3)  リスク管理とリスク分担 

 

① リスク管理とは 

公の施設の管理においては、事故や施設の破損、外部の要因による損害な

ど様々な「リスク」が発生する可能性がある。 

市及び指定管理者は、発生した「リスク」に伴う損失を最小化するために、

発生しうる「リスク」の種類や内容、想定される影響の規模等を事前に分析・

把握し、「リスク」の発生状況に応じて、適切に対応する必要がある。 

 

② リスク分担の原則 

リスク管理を可能にするには、想定される「リスク」について市と指定管

理者において、適切なリスクの分担を事前に行うことが重要である。 

リスク分担の基本原則は、想定される「リスク」を可能な限り明確にした

上で、「リスクを最も適切に管理できるものが負担する」ことである。 

具体的な分担の判断基準は下記のとおりとする。 

ア リスクの発生をより小さい費用で防ぐことができる。 

イ リスクの発生の恐れが高い場合に損害を極力小さくすることができる。 

リスク分担については、市と指定管理者のどちらに故意又は過失があるか、

また施設の特性等を踏まえ、リスク分担表を作成し、募集要項及び協定書に

明記する。 

 

③ 災害等発生時の対応 

公の施設の管理においては、災害等発生時に適切に対応するため、危機管

理マニュアルの作成、従事する者への周知徹底及び研修等が必要となる。  

また、公の施設は、その他の大規模施設等と同様に災害等発生時において、

ボランティア活動拠点、ヘリポート離着陸場等として極めて重要な役割を担

うことが想定されており、「御殿場市地域防災計画 資料の巻」の「５ 防災

関連施設・設備等」にその役割が掲載されているため、それらの施設につい

ては、災害等発生時の対応について、募集要項及び協定書に明記する必要が

ある。その他の施設についても災害時の施設利用について、指定管理者と協

議しておく必要がある。
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＜リスク分担の標準例＞ 
 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

市 指定管理者 

物価変動 
収支計画に多大な影響を与えるもの ○  

それ以外のもの  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

住民への対応 

地域との協調  ○ 

指定管理業務の内容に対する住民からの要望等  ○ 

それ以外のもの ○  

法令等変更 
施設の管理・運営に影響を及ぼす変更 ○  

指定管理者自身に影響を及ぼす変更  ○ 

税制変更 
施設の管理・運営に影響を及ぼす変更 ○  

それ以外の税制変更  ○ 

管理運営内容

の変更 
市の政策による変更 ○  

管理運営の中

断・中止 

市に故意又は過失があるもの ○  

指定管理者に故意又は過失があるもの  ○ 

市議会の否決 
条例・規則改正議案の否決による損失 ○  

指定管理者指定議案の否決による損失  ○ 

資金調達 必要な資金の確保に関するもの  ○ 

施設等の損傷 

施設の設置上の瑕疵によるもの ○  

指定管理者に故意又は過失があるもの  ○ 

小破修繕※1に関するもの  ○ 

第三者への損

害賠償 

市に故意又は過失があるもの ○  

指定管理者に故意又は過失があるもの  ○ 

募集要項等 募集要項等の瑕疵又は不備に基づくもの ○  

セキュリティ 警備不備による犯罪発生等  ○ 

不可抗力※2 不可抗力による施設・設備の復旧費用※3 ○  

不可抗力による管理運営の変更、中断、中止※4 ○  

※1 小破修繕の基準は、一件当たり○○万円以内とし、年間合計を○○万円以内とする。 

※2 不可抗力：暴風、豪雨、洪水、地震、積雪、地すべり、落盤、火災、戦乱、内乱、

テロ、侵略、暴動その他の市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すこ

とのできない自然的又は人為的な現象。 

※3 不可抗力による軽微な施設等の損傷については、「※1小破修繕の基準」を適用し、

指定管理者の負担とする。 
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※4 市は、自然災害等の発生により、施設を住民の避難場所、ボランティア活動拠点、

ヘリポート離着陸場等に使用するなど、緊急にその施設を目的外で使用することが

必要となった場合には、指定管理者に対して管理運営の中断等について協力を要請

することができることとする。 

   この場合における管理費及び利用料金制度による施設の利用料の取扱いについて

は、その都度、指定管理者において著しい不利益とならないことを基本として、市

と指定管理者との間で協議を行うこととする。 

※ 上記に掲げる以外で、判断に迷うものについては、市と指定管理者の協議において

決定する。 
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(4)  損害賠償責任と施設賠償責任保険への加入 

 

① 損害賠償責任 

公の施設においては、施設設置又は管理の瑕疵によって第三者に損害を与

えた場合、一義的には公の施設の設置者たる市が賠償責任を負うことになる

（国家賠償法第２条第１項）。 

しかし、施設の管理の瑕疵が指定管理者側に故意又は過失があるときは、

市は指定管理者に対する求償権を有する(国家賠償法第２条第２項）。 

 

② 施設賠償責任保険への加入 

指定管理者は、万一の損害賠償責任に備え、自身の費用負担により、損害

保険会社で提供されている「施設賠償責任保険」に加入し、当該保険から保

険金の支払いによって損害賠償責任に対応することを原則とする。 

市は、指定管理者に対し、原則として事故等発生時の対人損害賠償補償額

１億円以上の保険に加入する旨を募集要項に明記する。 

 

ただし、施設の特性等を踏まえ、金額の変更等を検討すること。 

 

(5)  利用者等の安全確保 

 

① 施設の定期点検の実施 

公の施設の管理運営においては、施設の利用者の安全を確保することが最

も重要である。 

指定管理者は、日頃より当該施設の適切な点検を行い、確認と改善を積み

重ねることにより、施設内での重大な事故を未然に防ぐことに加えて、適切

な修繕を行うことで、長期間安全に施設を利用できるように、市に協力する

必要がある。 

市は、当該施設の法定点検を含む、定期的な点検を指定管理者が確実に実

施する旨を募集要項及び協定書に明記する。 

また、それらの点検内容の報告を指定管理者に義務付け、必要に応じ現場

の確認を行い、施設の管理方法に改善の必要があれば、指導や助言を行うこ

とで、施設の設置者として、利用者等の安全の確保を図る必要がある。 
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② 公の施設の器物損壊等への対応 

指定管理者は、公の施設の点検中に器物損壊等を発見したときは、まず利

用者が怪我をしないよう周囲の安全の確保を図り、施設所管課に連絡する必

要がある。 

損壊の原因が第三者等によるもの、又は原因が不明な場合は、上記の対応

に加えて、市の指示により指定管理者が警察に被害届を提出する。 

また、その内容が悪質な場合は、市と指定管理者の協議の上で、告訴する

ことを検討する。その際、最もよく状況を把握している指定管理者が告訴権

者となる。 

 

(6) 各種税の取扱い 

 

ア 消費税及び地方消費税 

消費税法は、課税対象を「資産の譲渡等」について、「事業として対価を

得て行われる資産の譲渡及び貸し付け並びに役務の提供をいう」（消費税法

第２条第１項第８号）と規定していることから、指定管理料は、原則とし

て、その全額が消費税及び地方消費税の課税対象となる。 

 

イ 印紙税 

印紙税法においては、契約の手続にあたる「請負に関する契約書」は課

税対象となる（印紙税法第２条）。 

一般的に指定管理者の指定は、行政処分の一種であり、「契約」ではない。

また、指定管理の法的性質は、「請負」ではないと解釈されているため、指

定管理者制度における協定書は「請負に関する契約書」にあたらず、印紙

の貼付は必要ないとされている。 
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第３章 本市における指定管理者制度 運用手続           
 

１ 募集手続 

 

(1)  公募・非公募の決定 

 

指定管理者の選定にあたっては、「原則公募」とする。(御殿場市公の施設の指

定管理者の指定手続等に関する条例第２条第１項） 

ただし、次に掲げる場合は「非公募」による選定も可能とする。 

ア ＰＦＩ法に基づいて設置された公の施設をＰＦＩ法により定義される選定事

業者に行わせようとする場合 

イ 当該公の施設に併設する施設の運営法人等を指定することにより一体的な施

設の活用が図られる場合 

ウ 喫緊の事情等により公募する期間を十分に確保することができず、かつ、当

該公の施設の管理を指定管理者に行わせる必要がある場合 

エ 施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成す

るため、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより、事業効果が

明確に期待できると認める場合 

オ ア～エに掲げるもののほか、市長が必要と認める場合 

なお、非公募とする場合には、決定にあたっての正当かつ合理的な理由を明確

にし、市長の意思決定が必要となる。 

 

(2)  選定単位 

 

指定管理者の選定は、通常個々の施設ごと選定するが、施設の設置目的や特性

等を考慮し、複数の施設を一つの指定管理者が管理を行うことの方が、より効果

的かつ効率的と判断した場合においては、一括して選定することも可能とする。 

 

① 同種施設 

同一の条例を根拠として設置される施設が多数存在する場合には、複数の施設

を一体として、指定管理者を選定することもできる。 
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② 複合施設 

異なる条例を根拠として設置される施設が一つの建物に合築された場合、それ

ぞれの施設について指定管理者を選定することが原則となるが、一体的な管理運

営により、具体的に効率性の向上や市民サービスの向上が見込まれる場合には、

一体として指定管理者を選定することもできる。 

 

(3)  指定期間の設定 

 

指定期間の設定については、指定管理者が公の施設の管理運営に民間のノウハ

ウを活用し、成果を発揮するためには一定の期間を要することと、ある程度の期

間で競争原理を働かせる必要があることから、５年を標準とする。 

ただし、施設の特性や政策的な理由から標準より短い期間や長い期間にする方

が公の施設の管理運営として望ましいと判断した場合、市（施設所管課）は合理

的な根拠を明確にし、市長の意思決定が必要となる。 

 

(4)  公募の方法 

 

① 公募時期 

公募の時期については、次の各期間を確保した上で、検討する。 

ア 適切な周知期間 

イ 応募期間（書類等の提出期間） 

ウ 準備・引継ぎ期間 

エ 公募に対して応募がないことが事前に想定される場合には、再公募等の実施

に要する期間 

 

② 公募期間 

公募を行う期間については、応募者側の参入検討や事業計画書等の作成期間を

確保できるように、募集要項の公表から応募の締切りまで、３０日以上とする(御

殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第２条第２号）。 

 

③ 公募媒体 

公募その他の情報提供のための媒体としては、公告のほかに本市のウェブサイ

トや広報紙への掲載等、可能な限り多くの応募者の確保に努めることとする。 
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④ 見学会・説明会の実施 

積極的な情報提供の一環として、募集要項公表後の可能な限り早い段階で、該

当施設の現場見学会や説明会等を実施する。 

 

(5)  募集要項の記載項目 

 

募集要項の記載項目については、各施設の状況や特性等により記載すべき項目

が異なるが、ここでは原則的に募集要項に記載する必要がある項目を示す。(御殿

場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則第２条） 

また、非公募の場合もこの規定を準用し、必要項目を記載した業務要項を作成

する。 

 

① 施設の概要 

施設の概要については、主に次の事項について記載する。 

ア 施設の名称 

イ 施設の所在地 

ウ 施設規模、施設構成 

エ 設置目的、特性   等 

 

② 管理の基準、管理業務の範囲及び内容 

管理の基準、管理業務の範囲及び内容は、主に次の事項について記載する。 

「その他詳細は、別添「○○業務仕様書」を参照」という形式で、詳細な内容

は、別途仕様書を作成し、記載しても良い。 

ア 施設運営業務（施設貸出・利用管理、ソフト事業等の企画、広報・営業業務 

等） 

イ 維持管理業務（保守管理、清掃管理、設備・備品等の管理、保安警備 等） 

         ☞P13「(5)①施設の定期点検の実施」参照 

ウ 経営管理業務（管理体制、従業員の雇用、連絡調整 等） 

エ その他の業務（災害等緊急時の対応、危機管理マニュアル等の作成及び訓練 

等）☞P10(３)③災害発生時の対応参照 

オ 自主事業 
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③ 管理の指定の期間 

ア 指定期間 指定を開始する時期及び終える時期を記載する。 

 「令和○○年○月○日から令和○○年○月○日まで」の形式 

イ 指定の取消し 指定の取消しの条件やその対応について記載する。 

 

④ リスク分担及び保険加入等に関する事項 

リスク分担及び保険加入等については、それぞれの内容を記載する。 

ア リスク分担 市と指定管理者のリスク分担を記載し、リスク分担表（案）を

添付する。☞P11 リスク分担の標準例参照 

イ 保険加入等 指定管理者が施設賠償責任保険に加入することや保険の内容に

ついて記載する。☞P13「(4)②施設賠償責任保険への加入」参照 

ウ 災害等発生時の対応 災害が発生した時の対応や施設の利用について記載す

る。 ☞P10「(3)③災害等発生時の対応」参照 

 

⑤ 利用料金及び管理費用に関する事項 

利用料金及び管理費用に関する事項は、主に次の事項について記載する。 

ア 利用料金制 （利用料金制の有無や利用料金の範囲・水準、過去の利用者数

や利用料金収入の実績 等） 

イ 指定管理料 （指定管理料の上限や根拠、支払い条件 等） 

ウ 修繕費等 （修繕の考え方や修繕費の分担 等） 

エ 使用料の徴収 （市の収入がある場合の徴収事務に関すること 等） 

 

⑥ 申請の方法、申請の期間 

申請の方法、申請の期間は、公募期間３０日以上とした上で、公募のスケジュ

ールを記載するとともに、主に次の事項について記載する。 

ア 募集要項の配布 （配布時間、配布場所 等） 

イ 公募説明会 （開催時間、開催場所 等） 

ウ 質問の受付 （受付時間、受付方法 等） 

エ 質問の回答 （回答方法 等） 

オ 応募書類の受付 （受付時間、受付方法 等） 
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⑦ 指定管理者の資格要件 

指定管理者の資格要件は、主に次の事項について記載する。 

ア 応募資格、制限等 

イ 応募書類 「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施 

行規則第３条」 

・指定管理者指定申請書（様式第１号） 

・事業計画書 

・定款の写し及び登記事項証明書又は法人若しくは団体の概要 

が分かるもの 

・経営状況を示す書類 

・その他市長が必要と認める書類 

ウ 応募に係る留意事項 （除外要件、応募書類の変更禁止、虚偽記載、応募 

書類の取扱い、応募の辞退、費用負担、グループに 

おける構成団体の変更、著作権 等） 

 

⑧ 選定の基準 

選定の基準は、主に次の事項について記載する 

ア 選定の基準 「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第

４条」☞P21(2)①審査基準参照 

イ 選定の基本項目 事業計画書に必ず盛り込む項目を記載する。 

 ・指定管理者の資質、適正に関する事項 

（申請者の適正、申請者の経営状況 等） 

 ・指定管理業務運営能力に関する事項 

（施設運営計画、施設管理計画、事業計画及び事業効果、 

収支計画 等） 

 ・その他審査すべき重要な事項 

 ☞P21(2)③審査会による審査参照 

ウ 選定の手順 （応募書類の受理、審査方法、結果通知 等） 

           ☞P21～(2)審査方法参照 

 

⑨ 協定に関する事項 

協定については、主に次の事項について記載する 

ア 基本的事項 （仮協定、協定の発効日 等） 

イ 協定内容 「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行

規則第５条」☞P23 3(2)協定書の記載項目参照 
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⑩ モニタリング及び評価に関する事項 

モニタリング及び評価については、主に次の事項について記載する 

ア 事業計画書 （提出時期 等） 

イ 各種報告書の提出 （提出時期 等）☞P25 4(3)指定管理者による事業報告参照 

ウ 指定管理者による自己評価 （利用者アンケート、指標の設定 等） 

エ 市による評価 （モニタリング 等） 

  ☞P264(4)市（施設所管課）による評価参照 

オ 評価結果のフィードバック （指示及び指導、改善 等） 

  ☞P26(6)結果のフィードバック参照 

 

⑪ その他 

協定書に盛り込むことになる項目（情報の公開、個人情報の保護、関係法令の

遵守、事務引継ぎ等）や各公の施設の管理運営上、必要と考えられる項目につい

ては、可能な限り全て記載することが望ましい。 

 

２ 審査、選定及び指定 

 

(1)  指定管理者選定審査会の設置 

 

市長は、指定管理者の指定手続等に関し、公平性、公正性を期するため、御殿

場市指定管理者選定審査会（以下「審査会」という。）を設置する(御殿場市公の

施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第１４条の２)。 

審査会は、会長及び委員１０人以内で組織され、次に掲げる者のうちから委嘱、

又は任命する。 

ア 知識と経験を有する者 

イ 市職員 

ウ その他市長が必要と認める者 
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(2)  審査方法 

 

① 審査基準 

市は、指定管理者の選定に係る申請があった場合は、次に掲げる基準について

審査し、当該公の施設の管理を行わせることが最も適当と認めるものを候補者と

して選定する(御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第４条）。 

 

ア 当該公の施設の平等利用が常に確保されること。 

イ 当該公の施設の目的を効果的に発揮することができること。 

ウ 当該公の施設の管理を安定して行うための物的、人的能力を有していること。 

エ 当該公の施設の管理に要する経費の縮減を図ることができると認められるこ

と。 

 

② 市（施設所管課）による事前審査 

市の施設所管課は、申請者の資格要件を確認し、指定管理者指定申請書等の内

容確認をした上で、書類を受理する。 

 

③ 審査会による審査 

市は、指定管理者の選定において、公平、公正に審査を進められるよう、「選定

審査基準」及び「選定審査採点表」を明確にしておく必要がある。 

「選定審査基準」及び「選定審査採点表」は、施設所管課が作成し、審査会に

おいて決定する。 

「選定審査採点表」については、次に掲げる事項等について、細かい項目を設

定し、評価細目の評点及びその評点に乗じる係数を規定する。 

評価細目及びその評点に乗じる係数は、各施設の特性に応じて変動する。 

 

ア 指定管理者としての資質、適正に関する事項（適格性） 

・申請者の適正に関する項目 

・申請者の経営状況に関する項目 

 

イ 指定管理者業務運営能力に関する事項（平等性、効果・効率性、物的・人的

能力、経費縮減 等） 

 ・施設運営計画に関する項目 

 ・施設管理計画に関する項目 

 ・事業計画及び事業効果に関する項目 
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 ・収支計画に関する項目 

 

審査会による審査は、各委員が申請書類等の書類審査及び申請者へのヒアリン

グ審査により、「選定審査採点表」の各項目について、評価、採点を行う。 

 

④ 指定管理者候補者の選定 

審査会の出席委員の総合得点が高い順に優先順位を付け、総合得点が最も高い

申請者を指定管理者候補者とする。 

総合得点が最も高い申請者が辞退した場合には、次点の申請者を指定管理者候

補者とする。 

また、あらかじめ合格のボーダーラインを規定し、総合得点が最も高い申請者

の得点がボーダーラインに満たないときは、再度公募及び選定の手続を行う。 

非公募施設については、申請書類（事業計画等）を修正し、再度審査を行う。 

ボーダーラインについては基準を明確にしておくこと。 

 

⑤ 選定結果の通知 

審査会は、施設所管課へ結果内容を通知し、その内容を施設所管課が申請者に

通知する。 

 

(3)  指定管理者の指定 

 

① 指定の手続 

施設所管課は、法務担当課と協議し、指定管理者の指定に関する議案が議決さ

れた後に、指定に関する手続（指定・告示及び通知）を行う。(御殿場市公の施設

の指定管理者の指定手続等に関する条例第５条及び第６条）指定は行政処分にあ

たるため、専決者は部長とする。 
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② 指定の市議会否決への対応 

市（施設所管課）は、審査会で指定管理候補者として選定された団体が、市議

会において否決された場合の対応を事前に定めておく必要がある。 

なお、この場合の「不指定」は、一種の行政処分であるが、不服申し立ての対

象とならない「議会の議決を経て行われるべきものとされている処分」にあたる

ため、市は「不指定」による損失の補償等を行う責を負わない(行政不服審査法第

４条第１項第３号)。 

 

３ 協定の締結及び管理運営の実施 

 

(1)  協定の位置付け 

 

「指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体

と指定管理者の間で協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結す

ることが適当である。」とされている（平成１５年７月１７日総行行第８７号の総

務省通知）。「協定」としているのは、指定管理者の「指定」が行政処分の一種で

あり、地方自治法上の「契約」行為ではないからである。 

しかしながら、協定書には、公の施設の管理運営の細目的事項を市と指定管理

者の協議により定めていることから、実質的には、契約と同等の法的効力をもつ

と考えるのが適当である。 

 

(2)  協定書の記載項目 

 

① 協定書に盛り込むべき基本的事項 

協定書は、公の施設の管理運営を行うにあたり必要な事項について、可能な限

り全て定めておく必要がある。 

協定書には、少なくとも次の事項について記載する(御殿場市公の施設の指定管

理者の指定手続等に関する条例施行規則第５条)。 

ア 指定の期間に関する事項 

イ 事業計画、業務範囲及び内容に関する事項 

ウ 利用料金に関する事項 

エ 事業報告及び業務報告に関する事項 

オ 市が支払うべき管理費用に関する事項 

カ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 
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② その他管理業務等の遂行に関し、必要な事項 

その他の必要な事項として、具体的には次の事項について、必要に応じて記載

する。 

 

ア モニタリング及び評価に関する事項 

モニタリング及び評価の実施方法等について記載する。 

  ☞P25～「４モニタリング及び評価」を参照 

施設の設置目的の達成のために設置した指標と目標（値）を記載する。 

  ☞P8～「３指定管理者制度運用におけるマネジメントシステム」参照 

 

イ 引継ぎに関する事項 

次期指定管理者の選定の結果、従前とは異なる事業者を指定した場合に、新

しい指定管理者が管理開始日から円滑に公の施設の管理運営を行えるよう、引

継ぎ事項について適切に協力するよう規定する必要がある。 

 

また、過去に発生したトラブルの記録や危険箇所の引継ぎ、指定期間中に要

した光熱費・通信料・リース料等の支払いの取扱い等の重要な事項については、

具体的に記載する。 

 

ウ 第三者への委託等 

指定管理者の管理運営業務の一部を第三者に委託することは可能である。 

しかし、その指定管理業務の根幹を成すような業務については、可能な限り

具体的な業務を挙げ、委託することはできない旨を記載する。 

 

エ 法令の遵守 

法令の遵守は当然のことであるが、確認的に記載する。 

 

オ 債権債務の譲渡等の禁止 

市と指定管理者の法的関係を明確に保つために、指定管理者の市に対する債

権債務については、第三者に対して譲渡、担保提供等ができない旨を記載する。 

 

  カ リスク管理とリスク分担 

    施設を管理するうえで発生しうる「リスク」について市と指定管理者で協議し、

適切なリスク分担を事前に行い、リスク分担表を作成する。  

      ☞P10(３)リスク管理とリスク分担参照  
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４ モニタリング及び評価 

 

(1)  モニタリング及び評価とは 

 

本市におけるモニタリング及び評価とは、指定管理制度の運用を効果的かつ効

率的に行うためのＰＤＣＡの仕組みの中で、Ｃ（Check：評価）の役割を担う行程

をいう。 

ここでいうモニタリングとは、「市が施設の利用や施設に係る収支等、指定管理

者の管理運営状況について確認又は監視すること」をいい、評価とは「市がモニ

タニングの結果を基に、利用者に適切かつ確実なサービスを提供できているかに

ついて、指定管理者の管理運営方法を評価する」ことである。 

モニタリング及び評価の目的は、公の施設の管理運営方法に改善の必要があれ

ば、市が指定管理者に対し、指導や助言を行うことで、施設の管理運営レベルを

向上させ、最適な市民サービスを提供することである。 

 

(2)  指定管理者の自己評価 

 

指定管理者は、施設の管理運営が設置目的や協定書・仕様書、選定時の事業計

画書等に沿って行われているか、目標（値）の達成状況はどうか等の点について、

原則として定期的に自己評価を行い、その結果を事業報告書の一部として提出す

るよう、市は協定書に明記する。 

 

(3)  指定管理者による事業報告書 

 

指定管理者は、毎年その施設の管理運営状況について、事業報告書を作成し、

市へ提出することが地方自治法上も義務とされている(法第２４４条の２第７項）。 

 

事業報告書には、以下の事項を必ず記載することとする。 

ア 管理経費の支出状況 

イ 利用料金の収入状況 

ウ 利用実績（利用者数、自主事業への参加者数 等） 

エ 管理運営の実施状況（自主事業の実施状況、施設の管理状況、施設点検の実

施状況及び結果 等） 

オ 指定管理者による自己評価結果（利用者会議・アンケート 等） 

カ 事故・災害時発生時の対応等 
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キ 目標（値）に対する達成状況 

 

(4)  市（施設所管課）による評価 

 

市（施設所管課）は毎年及び指定管理の更新前に、事業報告書等を活用し、施

設の管理運営状況についてモニタリングを実施したうえで、指定管理者の管理運

営方法の評価を行う。 

 

(5)  第三者評価機関等による評価 

 

専門性を有する施設については、施設の特性を最大限に生かせるよう、市（施

設所管課）及び指定管理者とは異なる客観的、または専門的な視点による第三者

評価機関等の評価を活用し、施設の管理運営レベルの向上を図ることも検討する

必要がある。 

 

(6)  結果のフィードバック 

 

評価の結果は、各段階においてそれぞれ管理運営の改善のためにフィードバッ

クを行うことが必要である。 

 

ア  日常的な指定管理者の自己評価による改善 

⇒ 随時日常の管理運営へ反映する。 

イ 市の定期・随時モニタリングによる指示・指導 

⇒ 市が改善指示・指導を行い、管理運営へ反映する。 

ウ 市の毎年度の評価によるフィードバック 

⇒ 翌年度の管理運営や指定管理料へ反映する。（年度協定） 

エ 市の指定管理期間全体に対する評価によるフィードバック 

⇒ 次期選定（募集要項等）へ反映する。 

 施設の必要性等の検討のための基礎資料とする。 

 



 

 

 

資料編                           

 

 (1) 地方自治法の一部を改正する法律の公布について 

 （平成 15 年 7 月 17 日付け総行行第 87 号総務省自治行政局長通知） 

 (2) 指定管理者制度の運用について 

 （平成 19 年 1 月 31 日付け総行行第 15 号総務省自治行政局長通知) 

 (3) 指定管理者制度の運用について 

 （平成 22 年 12 月 28 日付け総行経第 38 号総務省自治行政局長通知） 

 (4) 指定管理者募集要項チェックリスト 

 (5) 選定審査基準（例） 

 (6) 選定審査採点表（例） 

 (7) 指定管理者の指定について議案（例）及び議案関係資料（例） 

 (8) 御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例 

 （平成 17 年 7 月 11 日条例第 14 号） 

 (9) 御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

 （平成 17 年 7 月 11 日規則第 14 号） 

(10) 御殿場市指定管理者施設一覧（令和 4 年 4 月 1 日） 
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総 行 行 第 ８ ７ 号

平成１５年７月１７日

各都道府県知事 殿

総務省自治行政局長

地方自治法の一部を改正する法律の公布について（通知）

地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法律第８１号。以下「改正法」とい

う ）は、平成１５年６月６日に成立し、同月１３日に公布されました。。

今回の地方自治法の一部改正は、地方公共団体の内部組織に関する規定を見直すと

ともに、公の施設の管理について指定管理者制度を導入し、その適正かつ効率的な運

営を図ることを目的としたものです。

指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に改正前の地方自治法（以下

旧法 という 第２４４条の２第３項の規定に基づき管理の委託を行っている公の「 」 。）

施設については、この法律の施行後３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改

正する必要があり、その際、公の施設の管理状況全般について点検し、指定管理者制

度を積極的に活用されるようお願いします。

また 指定管理者制度と地方独立行政法人制度との関係等については 地方独立行、 、「

政法人法及び地方独立行政法人法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の公布

について 通知 平成１５年７月１７日付け総行行第８６号 総行公第３９号 総財（ ）」（ 、 、

公第６１号、総財務第７１号、１５文科高第２７５号総務省自治行政局長・総務省自

治財政局長・文部科学省高等教育局長通知）を参照してください。

貴職におかれましては、下記事項に留意の上、地方公共団体の内部組織に関する規

定及び公の施設の指定管理者制度の適正な運用に十分配慮されるとともに、貴都道府

県内の市町村に対してもこの旨周知願います。

なお、施行に当たって留意すべき事項については、政令、省令等と併せ後日お示し

します。

記

第１ 地方公共団体の内部組織に関する事項

１ 改正の趣旨及び留意点

(1) 今般の改正は、都道府県の自主組織権を尊重する観点から、都道府県の局部数
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の法定制を廃止し、地方公共団体の長の権限に属する事務を分掌させるため、必

要な内部組織を自主的に設けることができることとし、この場合において、当該

地方公共団体の長の直近下位の内部組織の設置及びその分掌する事務について条

例で定めることとしたものであること （第１５８条第１項関係）。

(2) 地方公共団体の内部組織の編成に当たっては、その事務及び事業の運営が簡素

かつ効率的なものとなるよう十分配慮しなければならないものであること。すな

わち、組織の改編を行うに当たっては、社会経済情勢の変化に対応し、新たな行

政課題や住民の多様なニーズに即応した施策を総合的かつ機動的に展開できるよ

うな見直しを行うとともに、既存の組織についても従来のあり方にとらわれるこ

となく スクラップ・アンド・ビルドを徹底することとされたいこと 第１５８、 。（

条第２項関係）

２ 地方公共団体の内部組織のあり方に関する事項

第１５８条第１項の地方公共団体の長の直近下位の内部組織とは、地方公共団体

の長の権限に属する事務を分掌するために設けられる最上位の組織を意味するもの

であり、局又は部若しくはこれに準ずる組織の名称如何にかかわらず、条例で定め

ることが必要となるものであること （第１５８条第１項関係）。

３ 条例の制定又は改廃をした場合の届出に関する事項

(1) 上記２の条例を制定し又は改廃したときは、都道府県にあっては総務大臣に、

市町村にあっては都道府県知事に遅滞なく届け出るものとされたこと 第１５８。（

条第３項関係）

(2) 上記(1)により総務大臣又は都道府県知事に届け出なければならない事項は 当、

該条例の要旨のほか、総務省令で定めるものであるが、その内容は、新旧対照表

及び改正理由並びに当該地方公共団体の組織図（当該地方公共団体の長の直近下

位の内部組織を示すもの）を予定しているものであること。

第２ 公の施設の管理に関する事項

今般の改正は、多様化する住民ニーズにより効果的、効率的に対応するため、公

の施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サービスの向上を図るとともに、経

費の節減等を図ることを目的とするものであり、下記の点に留意の上、公の施設の

適正な管理に努められたいこと。

１ 指定管理者に関する事項

(1) 今般の改正により導入される指定管理者制度は、地方公共団体が指定する法人

その他の団体に公の施設の管理を行わせようとする制度であり、その対象は民間

事業者等が幅広く含まれるものであること （第２４４条の２第３項関係）。

(2) 地方公共団体の長は、条例の定めるところにより、指定管理者に使用許可を行

わせることができるものであるが 使用料の強制徴収 第２３１条の３ 不服申、 （ ）、

立てに対する決定 第２４４条の４ 行政財産の目的外使用許可 第２３８条の（ ）、 （
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４第４項）等法令により地方公共団体の長のみが行うことができる権限について

は これらを指定管理者に行わせることはできないものであること 第２４４条、 。（

の２第３項関係）

(3) 指定に当たって議決すべき事項は、指定管理者に管理を行わせようとする公の

施設の名称 指定管理者となる団体の名称 指定の期間等であること 第２４４、 、 。（

条の２第６項関係）

２ 条例で規定すべき事項

（1）指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲その他

必要な事項は条例で定めることとされており、その具体的な内容は以下のとおり

であること （第２４４条の２第４項関係）。

「 」 、 。① 指定の手続 としては 申請の方法や選定基準等を定めるものであること

なお 指定の申請に当たっては 複数の申請者に事業計画書を提出させること、 、

とし 選定する際の基準としては例えば次のような事項を定めておく方法が望、

ましいものであること。

ア 住民の平等利用が確保されること。

イ 事業計画書の内容が 施設の効用を最大限に発揮するとともに管理経費の、

縮減が図られるものであること。

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力 人的能力を有している、

こと。

② 「管理の基準」としては、住民が当該公の施設を利用するに当たっての基本

的な条件 休館日 開館時間 使用制限の要件等 のほか 管理を通じて取得（ 、 、 ） 、

した個人に関する情報の取扱いなど当該公の施設の適正な管理の観点から必要

不可欠である業務運営の基本的事項を定めるものであること。

③ 「業務の範囲」としては、指定管理者が行う管理の業務について、その具体

的範囲を規定するものであり 使用の許可まで含めるかどうかを含め 施設の、 、

。維持管理等の範囲を各施設の目的や態様等に応じて設定するものであること

(2) 旧法第２４４条の２第４項及び第５項と同様、指定管理者制度においても、利

用料金を当該指定管理者の収入として収受させることができることとし、当該利

用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところによ

り 指定管理者が定めるものとしていること 第２４４条の２第８項及び第９項、 。（

関係）

(3) 指定管理者に支出する委託費の額等、細目的事項については、地方公共団体と

指定管理者の間の協議により定めることとし、別途両者の間で協定等を締結する

ことが適当であること。

３ 適正な管理の確保等に関する事項

(1) 「事業報告書」においては、管理業務の実施状況や利用状況、料金収入の実績
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や管理経費等の収支状況等、指定管理者による管理の実態を把握するために必要

な事項が記載されるものであること （第２４４条の２第７項関係）。

(2) 清掃、警備といった個々の具体的業務を指定管理者から第三者へ委託すること

は差し支えないが、法律の規定に基づいて指定管理者を指定することとした今回

の制度の趣旨にかんがみれば、管理に係る業務を一括してさらに第三者へ委託す

ることはできないものであること。

(3) 指定管理者が管理を通じて取得した個人情報については、その取扱いについて

十分留意し 管理の基準 として必要な事項を定めるほか 個人情報保護条例に、「 」 、

おいて個人情報の保護に関して必要な事項を指定管理者との間で締結する協定に

盛り込むことを規定する等、必要な措置を講ずべきものであること。また、指定

管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個人情報が適

切に保護されるよう配慮されたいこと。

その際 地方公共団体における個人情報保護対策について 平成１５年６月１、「 」（

６日付け総行情第９１号総務省政策統括官通知)の内容を十分に踏まえて対応され

たいこと。

４ その他

道路法、河川法、学校教育法等個別の法律において公の施設の管理主体が限定さ

れる場合には、指定管理者制度を採ることができないものであること。

第３ 施行期日等

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行するものとすること （改正法附則第１条関係）。

２ 指定管理者制度の導入に伴い、この法律の施行の際現に旧法第２４４条の２第３

項の規定に基づき管理の委託を行っている公の施設については、この法律の施行後

３年以内に当該公の施設の管理に関する条例を改正し、改正後の地方自治法第２４

４条の２の規定による指定等を行う必要があるものであること 改正法附則第２条。（

関係）





総 行 経 第 ３ ８ 号 

平成２２年１２月２８日 

 

各都道府県知事 

各指定都市市長     

各都道府県議会議長 

各指定都市議会議長 

 

 

総務省自治行政局長 

 

 

指定管理者制度の運用について 

 

 

指定管理者制度は、住民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するた

めの施設である公の施設について、民間事業者等が有するノウハウを活用する

ことにより、住民サービスの質の向上を図っていくことで、施設の設置の目的

を効果的に達成するため、平成１５年９月に設けられたところです。 

本制度は、その導入以降、公の施設の管理において、多様化する住民ニーズ

への効果的、効率的な対応に寄与してきたところですが、地方公共団体におい

て様々な取組がなされる中で、留意すべき点も明らかになってきたことから、

これまでの通知に加え、下記の点に留意の上、改めて制度の適切な運用に努め

られるよう、地方自治法第２５２条の１７の５に基づき助言します。 

 なお、貴都道府県内の市区町村に対しても、本通知について周知方よろしく

お願いいたします。 

 

記 

 

１ 指定管理者制度については、公の施設の設置の目的を効果的に達成するた

め必要があると認めるときに活用できる制度であり、個々の施設に対し、指

定管理者制度を導入するかしないかを含め、幅広く地方公共団体の自主性に

委ねる制度となっていること。 

 

２ 指定管理者制度は、公共サービスの水準の確保という要請を果たす最も適

切なサービスの提供者を、議会の議決を経て指定するものであり、単なる価

殿 



格競争による入札とは異なるものであること。 

 

３ 指定管理者による管理が適切に行われているかどうかを定期的に見直す機

会を設けるため、指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとすることと

されている。この期間については、法令上具体の定めはないものであり、公

の施設の適切かつ安定的な運営の要請も勘案し、各地方公共団体において、

施設の設置目的や実情等を踏まえて指定期間を定めること。 

 

４ 指定管理者の指定の申請にあたっては、住民サービスを効果的、効率的に

提供するため、サービスの提供者を民間事業者等から幅広く求めることに意

義があり、複数の申請者に事業計画書を提出させることが望ましい。一方で、

利用者や住民からの評価等を踏まえ同一事業者を再び指定している例もあり、

各地方公共団体において施設の態様等に応じて適切に選定を行うこと。 

 

５ 指定管理者制度を活用した場合でも、住民の安全確保に十分に配慮すると

ともに、指定管理者との協定等には、施設の種別に応じた必要な体制に関す

る事項、リスク分担に関する事項、損害賠償責任保険等の加入に関する事項

等の具体的事項をあらかじめ盛り込むことが望ましいこと。 

 

６ 指定管理者が労働法令を遵守することは当然であり、指定管理者の選定に

あたっても、指定管理者において労働法令の遵守や雇用・労働条件への適切

な配慮がなされるよう、留意すること。 

 

７ 指定管理者の選定の際に情報管理体制のチェックを行うこと等により、個

人情報が適切に保護されるよう配慮すること。 

 

８ 指定期間が複数年度にわたり、かつ、地方公共団体から指定管理者に対し

て委託料を支出することが確実に見込まれる場合には、債務負担行為を設定

すること。 
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指定管理者募集要項チェックリスト

募集形態

管理の基準、管理業務の範囲及び内容

管理の指定の期間

ア　平成　　年　　月　　日 から 平成　　年　　月　　日まで　　　年間

利用料金及び管理費用に関する事項

申請の方法、申請の期間

イ　維持管理業務（保守管理、清掃管理、設
備備品等の管理、保安警備）

施設名：

施設概要

イ　指定の取消しについて

備　　考

ア　施設の名称

イ　所在地

エ　設置目的、特性　等

ウ　施設規模、施設構成

ア　施設運営業務（施設貸出・利用管理、ソ
フト事業等の企画、広報・営業業務）

エ　その他の業務（災害等緊急時の対応、危
機管理マニュアル等の作成及び訓練）

オ　自主事業

ウ　経営管理業務（管理体制、従業員の雇
用、連絡調整）

ア　利用料金制（利用料金制の有無、利用料
金の範囲・水準、過去の利用者数や利用料
金収入の実績）

エ　使用料の徴収（市の収入がある場合の徴
収事務に関すること）

エ　質問の回答（回答方法）

イ　指定管理料（指定管理料の上限や根拠、
支払い条件）

ウ　修繕費等（修繕の考え方や修繕の分担）

リスク分担及び保険加入等に関する事項

イ　保険加入等

ア　リスク分担表

ア　公募要項の配布（配布時間、配布場所）

イ　公募説明会（開催時間、開催場所）

ウ　質問の受付（受付時間、受付方法）

オ　応募書類の受付（受付時間、受付方法）
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指定管理者募集要項チェックリスト

施設名： 備　　考

7 □ □

□ □

□ □

□ □
8 □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

9 □ □

□ □

□ □

10 □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

□ □

11 □ □

□ □

□ □

□ □

□ □

ウ　関係法令の遵守

エ　事務引継ぎ

ア　情報の公開

その他

イ　個人情報の保護

ウ　指定管理者による自己評価（利用者アン
ケート、指標の設定）

エ　市による評価（モニタリング）

オ　評価結果のフィードバック（指示及び指
導、改善）

・その他審査すべき重要な事項

ア　応募資格、制限

指定管理者の資格要件

選定の基準

ア　選定の基準「御殿場市公の施設の指定
管理者の指定手続等に関する条例第４条」

イ　各種報告書（提出時期）

ウ　応募に係る留意事項

イ　応募書類

ウ　選定の手順（応募書類の受理、審査方
法、結果通知）

・指定管理者の資質、適正に関する事項

協定に関する事項

イ　選定の基本項目

・指定管理業務運営能力に関する事項

イ　協定内容「御殿場市公の施設の指定管
理者の指定手続等に関する条例施行規則第
５条」

ア　事業計画書（提出時期）

ア　基本的事項（仮協定、協定の発効日）

モニタリング及び事業評価に関する事項



選定審査基準（例・公募の場合） 

 

 
 

 

○○○指定管理者候補者選定審査基準 

 

１．○○○指定管理者候補者の選定審査について 

「御殿場市指定管理者選定審査会」（以下「審査会」という。）を設置し、審査会に

おいて「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例」第４条各号の基

準に基づく審査を行い、指定管理者候補者を選定する。 

（参考）御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（抄） 

第４条 市長は、前条の規定により申請があったときは、次の各号に掲げる基準につ

き審査し、当該公の施設の管理を行わせることが最も適当と認めるものを候補者とし

て選定する。 

(1) 当該公の施設の平等利用が常に確保されること。 

(2) 当該公の施設の目的を効果的に発揮することができること。 

(3) 当該公の施設の管理を安定して行うための物的、人的能力を有していること。 

(4) 当該公の施設の管理に要する経費の縮減を図ることができると認められること。 

 

２．審査事項 

   審査は、次に掲げる事項について行う。 

 Ⅰ 指定管理者としての資質、適性に関する事項（適格性） 

  ① 申請者の適性に関する項目 

  ② 申請者の経営状況に関する項目 

  Ⅱ 指定管理者業務運営能力に関する事項 

（平等性、効果・効率性、物的・人的能力、経費縮減等） 

  ① 施設運営計画に関する項目 

  ② 施設管理計画に関する項目 

  ③ 事業計画及び事業効果に関する項目 

  ④ 収支計画に関する項目 

 

３．審査方法 

(1) 施設所管課による事前審査 

施設所管課が、申請者から提出された申請書類について、書類の不備や虚偽記載の

有無、応募資格の適否等について審査する。 

 

(2) 審査会による審査 

施設所管課の書類審査を通過した申請者の申請書類について、御殿場市指定管理者

選定審査会委員（以下「委員」という。）が、別紙審査表に基づく書類審査及び必要

に応じてヒアリング審査を行う。 

 



 

 

４．評価項目及び採点方法について 

審査会による審査は、２の審査事項に基づいて評価細目を定めた別紙審査表の各項

目について、各委員が評価、採点を行う。 

  （１）評価、採点方法 

① 評価細目の評点は、４点から０点までの５段階評価とする。 

４点・・・施設の管理運営にあたり、たいへん優れた提案内容である 

３点・・・施設の管理運営にあたり、優れた提案内容である 

２点・・・施設の管理運営にあたり、十分な提案内容である 

１点・・・施設の管理運営にあたり、やや不十分な提案内容である 

０点・・・施設の管理運営にあたり、不十分な提案内容であるか提案がない 

② 各評価細目に定める係数は、選定にあたりその重要度を示す値である。 

２．０～０．５の４段階とし、各委員の評点に係数を乗じたものを各評価細

目の得点とする。 

２．０・・・施設の管理運営上、特に重大な影響を及ぼす項目 

１．５・・・施設の管理運営上、重要な項目 

１．０・・・安定した施設の管理運営の維持のために必要な項目 

０．５・・・施設の管理運営の維持のために基本的な項目 

③ 委員１人の最高得点は、全ての評価細目の評点を集計した○○点とする。 

④ 委員全員の得点合計（以下「総合得点」という。）をもって評価する。ただし、

欠席委員があるときは、出席委員の得点合計をもって総合得点とする。 

 

（２）指定管理者候補者の選定 

総合得点が高い順に優先順位を付け、総合得点が最も高く、下記①の選定条件を

満たす申請者を指定管理者候補者とする。 

① 選定条件 

総合得点が、評価を行った委員の配点合計の○○％以上であること。 

   ②選定条件を満たす申請者がいなかった場合 

    全ての申請者が上記①の選定条件を満たさなかった場合は再度公募及び選定

手続きを行うものとする。 



選定審査基準（例・非公募の場合） 

 

 
 

 

○○○指定管理者候補者選定審査基準 

 

１．○○○指定管理者候補者の選定審査について 

「御殿場市指定管理者選定審査会」（以下「審査会」という。）を設置し、審査会に

おいて「御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例」第４条各号の基

準に基づく審査を行い、指定管理者候補者を選定する。 

（参考）御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（抄） 

第４条 市長は、前条の規定により申請があったときは、次の各号に掲げる基準につ

き審査し、当該公の施設の管理を行わせることが最も適当と認めるものを候補者とし

て選定する。 

(1) 当該公の施設の平等利用が常に確保されること。 

(2) 当該公の施設の目的を効果的に発揮することができること。 

(3) 当該公の施設の管理を安定して行うための物的、人的能力を有していること。 

(4) 当該公の施設の管理に要する経費の縮減を図ることができると認められること。 

 

２．審査事項 

   審査は、次に掲げる事項について行う。 

 Ⅰ 指定管理者としての資質、適性に関する事項（適格性） 

  ① 申請者の適性に関する項目 

  ② 申請者の経営状況に関する項目 

  Ⅱ 指定管理者業務運営能力に関する事項 

（平等性、効果・効率性、物的・人的能力、経費縮減等） 

  ① 施設運営計画に関する項目 

  ② 施設管理計画に関する項目 

  ③ 事業計画及び事業効果に関する項目 

  ④ 収支計画に関する項目 

 

３．審査方法 

(1) 施設所管課による事前審査 

施設所管課が、申請者から提出された申請書類について、書類の不備や虚偽記載の

有無、応募資格の適否等について審査する。 

 

(2) 審査会による審査 

施設所管課の書類審査を通過した申請者の申請書類について、御殿場市指定管理者

選定審査会委員（以下「委員」という。）が、別紙審査表に基づく書類審査及び必要

に応じてヒアリング審査を行う。 



 

 

 

４．評価項目及び採点方法について 

審査会による審査は、２の審査事項に基づいて評価細目を定めた別紙審査表の各項

目について、各委員が評価、採点を行う。 

  （１）評価、採点方法 

① 評価細目の評点は、４点から０点までの５段階評価とする。 

４点・・・施設の管理運営にあたり、たいへん優れた提案内容である 

３点・・・施設の管理運営にあたり、優れた提案内容である 

２点・・・施設の管理運営にあたり、十分な提案内容である 

１点・・・施設の管理運営にあたり、やや不十分な提案内容である 

０点・・・施設の管理運営にあたり、不十分な提案内容であるか提案がない 

② 各評価細目に定める係数は、選定にあたりその重要度を示す値である。 

２．０～０．５の４段階とし、各委員の評点に係数を乗じたものを各評価細

目の得点とする。 

２．０・・・施設の管理運営上、特に重大な影響を及ぼす項目 

１．５・・・施設の管理運営上、重要な項目 

１．０・・・安定した施設の管理運営の維持のために必要な項目 

０．５・・・施設の管理運営の維持のために基本的な項目 

③ 委員１人の最高得点は、全ての評価細目の評点を集計した○○点とする。 

④ 委員全員の得点合計（以下「総合得点」という。）をもって評価する。ただし、

欠席委員があるときは、出席委員の得点合計をもって総合得点とする。 

 

（２）指定管理者候補者の選定 

     下記の選定条件を満たした場合、当該施設の指定管理者候補者として選定する。 

① 選定条件 

総合得点が、評価を行った委員の配点合計の○○％以上であること。 

    ②選定条件を満たさなかった場合 

     上記①の選定条件を満たさなかった場合、申請者は事業計画書等を修正し、

再度委員の審査を受けるものとする。 



施設名称：

申 請 者 ：

審査事項 項目 評点 係数 得点 項目計 備　　　考
条例
第４条

Ⅰ

Ⅱ

8 損害賠償能力（保険への加入等）は適当か

6 緊急時及び災害時の危機管理対策は適切か

7
管理運営に必要な機器等の定期的な保守点検計
画（日常点検業務等）は適切か

4 個人情報保護が十分に図られているか

5
利用者の安全が十分に確保される計画になって
いるか

3 防犯対策（機械警備・パトロール等）は適切か

1
施設管理に関する基本方針は施設の特色、機能
を活かしたものか

2
清掃（日常・定期）業務・環境衛生業務計画は
適切か

10 適切なモニタリング計画が立てられているか

②　施設管理計画に関する項目

8
職員が知識・技能を向上させるための適切な研
修等が計画されているか

9
環境負荷の低減に向けた取り組みが計画されて
いるか

6
利用者ニーズの把握及びサービスの向上を図る
計画になっているか

7
安定かつ効率的に業務を遂行するための人員、
勤務体制がとられているか

4
利用促進の方策（ＰＲ・広報活動、インター
ネットを活用した情報提供サービス等）は適切
か

5
利用者への案内、受付及び接遇について適切に
対応する内容となっているか

3
休館日、利用時間、利用料金等は、利用を促進
するため適正に設定されているか

①　施設運営計画に関する項目

指定管理
者業務運
営能力に
関する事
項

1
基本理念（業務の取り組み方針等）は設置目的
を理解し、かつ整合性がとれているか

2 施設利用の平等性の確保は図られているか

②　申請者の経営状況に関する項目

1 申請者の経営状況は安定しているか

2
申請者は、指定管理者業務を遂行できうる実績
を有しているか

①　申請者の適性に関する項目

3
申請者は指定管理業務遂行に伴う専門性を有し
ているか

指定管理
者として
の資質、
適性に関
する事項

1
申請者の活動理念、活動目標、活動内容は施設
設置目的と整合しているか

　○○○ 選定審査採点表（例）

▲▲▲ 受付番号：

細　　　　　　　　　　　目

・係数

細目毎重要度に

合わせて2.0～0.5

の4段階で記載

・得点
評点４点に係数
を乗じたもの。2.0
～8.0となる

・備考欄

申請書類の中で各細

目に関することが記載

されている箇所を記載
（例）事業計画書P3

・条例第４条欄
条例第４条の何項に
該当するかを記載
（例）第１項の場合：（１）



審査事項 項目 評点 係数 得点 項目計 備　　　考
条例
第４条細　　　　　　　　　　　目

委員氏名

　　御殿場市指定管理者選定審査会会長　様

　　　　御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続きに関する条例に基づき上記のとおり

　　　　審査しましたので、報告します。

審査合計点

その他意見等

Ⅲ ①　○○に関する項目

1

4

5

3

②　△△に関する項目

1

2

3

4

2

4
環境負荷の低減に向けた取り組みにより、光熱
水費の縮減が図られているか

5
市の提示した経費を企業努力等により節減を図
る計画となっているか

3
利用者の増加と利用料収入及び経費削減等の長
期収支計画は適切か

1
施設管理計画と収支計画が整合し、適正な予算
配分が図られているか

2
収支バランスが適切で、実現可能性のある計画
になっているか

③　収支計画に関する項目

指定管理
者業務運
営能力に
関する事
項

施設の特性等を考慮し、上記Ⅰ、Ⅱの

他に審査事項を定めた場合、項目、細

目を決め、記載する。

必要に応じて欄を加除する。



指定管理者の指定について（議案資料） 

 

 

議案第  号 

 

《施設名》の指定管理者の指定について  

 

《施設名》の指定管理者について、次のとおり指定したいので、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項及び御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等

に関する条例（令和１７年御殿場市条例第１４号）第５条の規定により、議会の議決を求

める。 

 

  令和  年  月  日 提 出 

 

                        御殿場市長  

 

１ 施設の名称  《施設名》  

 

２ 指定管理者  《指定管理者所在地、名称、代表者職・氏名》 

 

３ 指定の期間  令和  年  月  日から令和  年  月  日まで



指定管理者の指定について（議案関係資料） 

 

 

議案第  号関係資料 

 

指定管理者の指定に関する参考書（《施設名》）  

 

１ 候補者選定の経過及び結果  

 (1) 公募期間《又は、非公募の場合は、「申請受付期間」等》  

   令和  年  月  日（ ）から令和  年  月  日（ ）まで  

 (2) 公募説明会《又は「現地説明会」等》  

   令和  年  月  日（ ） 参加団体 《団体数》団体  

 (3) 指定管理者応募受付期間  

   令和  年  月  日（ ）から令和  年  月  日（ ）まで  

   応募団体 《団体数》団体 

   ア 《○○株式会社》  

   イ 《○○有限会社》  

   ウ 《○○グループ》  

 (4) 御殿場市指定管理者選定審査会審査  

   令和  年  月  日（ ） 

   《施設名》に係る指定管理者の選定について、指定管理者指定申請書に基づき、御

殿場市指定管理者選定審査会を開催し、審査を実施しました。  

 (5) 指定管理者候補者の決定  

   御殿場市指定管理者選定審査会の審査結果を受け、《施設名》の指定管理者の候補者

は、「《団体名》」に決定しました。  

 

２ 《決定団体名》の概要 

 (1) 設立年月日  昭和  年  月  日 

 (2) 所 在 地  御殿場市○○○  

 (3) 代 表 者 

 (4) 事 業 内 容   

 (5) 事 業 実 績   

 

３ 施設管理及び運営に係る候補者の提案要旨 

  《以下、項目の例を示します。各項目は、例ですので、必要に応じて加除してくださ

い。提案の特徴に基づく項目を列記します。項目ごとに候補者の申請内容に基づく提

案要旨を数行で記述してください。下記は、あくまで一例です。具体的には、過去の



 

 

議案資料を参照してください。》 

 (1) 管理運営の基本方針  

   《施設名》の設置目的である○○を十分理解し、「施設の設置目的を効果的に発揮す

ること。」及び「費用対効果を高めた効率的な運営をすること。」を使命として、管理

運営に努めます。  

   また、社会的責任の重みを理解し、各種法令及び社会規範を遵守することで安全、

安心を確保し、信頼を得る管理運営に努めます。  

   加えて、利用者の利便性の向上させる、又はニーズに応える柔軟な対応を心がけ、

新たなサービス向上策を実現し、「施設価値の最大化」を目指します。 

   等 

 (2) 市民ニーズの把握及び市民サービスの向上  

   利用者の利便性を考慮し、○○○をいたします。  

   利用者からのニーズ把握のための利用者アンケートやセルフモニタリング及び利用

者モニタリングを定期的に実施し、サービスが要求基準を充足しているか確認し、不

具合がある場合は業務改善を図ります。  

   等 

 (3) 利用促進の方策  

   《施設名》の魅力を多くの方に知っていただき、利用促進につながるようＰＲいた

します。このため指定期間中を前・中・後期に区分し、前期は「施設を知っていただ

く」、中期は「リピーターを増やす」、後期は「利用者数の安定化と更なる利用促進を

目指す」というそれぞれ目標を設定し、インターネットやパンフレット、広報誌によ

りＰＲいたします。  

   等 

 (4) 平等利用の確保  

   施設の予約受付方法は「誰でも」、「いつでも」、「簡単に」受付できるよう、窓口ま

で来ることが困難な方にも対応するため、電話、ファックス、メール、インターネッ

トによる受付を実施いたします。  

   また利用料金については減額・免除団体に加え、高齢者や障害のある方が利用しや

すいよう、高齢者団体及び身体障害者団体が利用する場合は、利用料金を免除し、利

用しやすい施設運営を目指します。  

   等 

 (5) 自主事業、 (6) 管理運営組織体制、 (7) 個人情報の保護、 (8) 災害時、緊

急時の対応 等 



 

 

○御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成17年7月11日 

条例第14号 

 

(趣旨) 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和22年法律第67号。以下「法」という。)第244条の2

第3項の規定に基づき、市が設置する法第244条第1項に規定する施設(以下「公の施設」

という。)の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に関し、必要な事項を定める。 

 

(指定管理者の募集) 

第2条 市長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、規則に定める

ところにより、指定管理者を公募する。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

(1) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律(平成11年法律第

117号。以下この号において「PFI法」という。)に基づき設置された公の施設の管理

をPFI法により定義される選定事業者に行わせようとする場合 

(2) 当該公の施設に併設する施設の運営法人等を指定することにより一体的な施設の

活用が図られる場合 

(3) 喫緊きつきんの事情等により公募する期間を十分に確保することができず、かつ、

当該公の施設の管理を指定管理者に行わせる必要がある場合 

(4) 施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するため、

地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより、事業効果が明確に期待でき

ると認める場合 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場合 

 

(指定管理者の指定の申請) 

第3条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が指定する期間内に、規則に定

める書類を市長に提出しなければならない。 

 

(指定管理者の選定) 

第4条 市長は、前条の規定により申請があったときは、次の各号に掲げる基準につき審

査し、当該公の施設の管理を行わせることが最も適当と認めるものを候補者として選定

する。 

(1) 当該公の施設の平等利用が常に確保されること。 

(2) 当該公の施設の目的を効果的に発揮することができること。 

(3) 当該公の施設の管理を安定して行うための物的、人的能力を有していること。 

(4) 当該公の施設の管理に要する経費の縮減を図ることができると認められること。 

 



 

 

(指定管理者の指定) 

第5条 市長は、前条の規定により選定した候補者について、法第244条の2第6項の規定に

よる議会の議決を経て、指定管理者として指定する。 

 

(指定管理者の指定の告示等) 

第6条 市長は、前条の規定により指定管理者の指定をしたときは、速やかにその旨を告

示するとともに、指定をしたものに通知する。 

2 市長は、第14条の規定により指定管理者の指定の取消し等を命じたときは、速やかに

その旨を告示するとともに、指定管理者に通知する。 

 

(協定の締結) 

第7条 市長は、第5条の規定により指定した指定管理者と、当該公の施設の管理に関する

協定を締結する。 

 

(公の施設の利用に係る料金の扱い) 

第8条 指定管理者は、その管理する公の施設の利用に係る料金(以下「利用料金」という。)

を収入とすることができる。 

2 指定管理者は、前項により利用料金を収入とするときは、あらかじめ市長の承認を得

て、利用料金を定めることができる。 

3 指定管理者は、公益上その他必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得

て、その利用料金を減額し、又は免除することができる。 

4 指定管理者は、前2項の規定により利用料金及び利用料金の減額又は免除の基準を定め

たときは、直ちにこれを公表するとともに、利用者に周知しなければならない。 

 

(事業報告書の作成及び提出) 

第9条 第5条の規定により指定を受けた指定管理者は、毎会計年度の終了後及び指定の満

了日後(第14条の規定により指定を取り消された場合にあっては、その取り消された日

後)、30日以内に規則で定める書類を作成し、市長に提出しなければならない。 

 

(業務報告の聴取等) 

第10条 市長は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その管理の業

務及び経理の状況に関し報告を求め、実地を調査し、又は必要な指示をすることができ

る。 

 

(原状回復義務) 

第11条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第14条の規定により指定の



 

 

取消し等を命ぜられたときは、その管理をしないこととなった公の施設の設備又はこれ

らに付随する備品等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、市長の承認を

得たときは、この限りでない。 

 

(損害賠償義務) 

第12条 指定管理者は、故意又は過失により、その管理する公の施設の設備又はこれらに

付随する備品等を損傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害に相当する額

を市に賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めたとき

は、この限りでない。 

 

(個人情報の取扱い等) 

第13条 指定管理者又はその管理する公の施設の業務に従事している者(以下この条にお

いて「従事者」という。)は、当該公の施設の管理に関し知り得た秘密を他に漏らし、又

は自己の利益のために利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、若しく

は指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同様とする。 

2 従事者は、御殿場市個人情報保護条例(平成15年御殿場市条例第35号)の定めるところに

より個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

3 指定管理者(当該公の施設を利用する権利に関する処分の権限を有するものに限る。)

は、その管理する公の施設の管理の業務により保有することとなった情報について公開

請求があったときは、御殿場市公文書公開条例(平成7年御殿場市条例第37号)の定めると

ころにより、情報を公開しなければならない。 

 

(指定の取消し等) 

第14条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当したときは、指定の取消し又は

期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(1) この条例及び指定管理者が管理する公の施設の設置及び管理に関して規定する条

例又はこれらの条例に基づく規則等に違反したとき。 

(2) 虚偽その他不正な手段により管理を行ったとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、指定管理者の責めに帰すべき事由により公の施設の管

理を継続するに適当でないと認めるとき。 

(一部改正〔平成20年条例30号〕) 

 

(御殿場市指定管理者選定審査会) 

第14条の2 市長は、指定管理者の指定手続等に関し公平性、公正性を期するため、御殿

場市指定管理者選定審査会(以下「審査会」という。)を置く。 

2 審査会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を審査する。 



 

 

(1) 第4条の規定による指定管理者の候補者の選定に関すること。 

(2) 前条の規定による指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止に関すること。 

(3) その他指定管理者の指定手続等に必要な事項に関すること。 

3 審査会は、会長及び委員10人以内で組織する。 

4 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 知識と経験を有する者 

(2) 市職員 

(3) その他市長が必要と認める者 

5 委員の任期は、1年とし、再任することができる。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

6 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に関し、必要な事項は、規則で定める。 

(追加〔平成20年条例30号〕) 

 

(教育委員会が所管する公の施設への適用) 

第15条 御殿場市教育委員会が所管する公の施設についてこの条例の規定を適用する場

合においては、第2条から第12条までの規定及び第14条中「市長」とあるのは、「教育委

員会」と、第2条、第3条、第9条、第14条及び次条中「規則」とあるのは「教育委員会

規則」とする。 

(一部改正〔平成20年条例30号〕) 

 

(委任) 

第16条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の際、現に法第244条の2第6項による指定管理者の指定を受けているも

のについては、平成18年3月31日までの間は、なお従前の例による。 

(御殿場市公文書公開条例の一部改正) 

3 御殿場市公文書公開条例(平成7年御殿場市条例第37号)の一部を次のように改正する。 

第20条を第21条とし、第19条の次に次の1条を加える。 

(指定管理者の情報公開) 

第20条 指定管理者(地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項に規定する指

定管理者をいう。)は、その職員が職務上作成し、又は取得した文書等(文書、図画、



 

 

写真(これらを撮影したマイクロフィルムを含む。)及び電磁的記録(電子的方式、磁気

的方式その他の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。)

をいう。)であって、組織的に用いるものとして、自己が管理している同法第244条第1

項に規定する公の施設(以下「公の施設」という。)に関するものの公開に努めなけれ

ばならない。 

2 実施機関は、前項の公の施設に関する文書等であって、実施機関が保有していないも

のの公開の申込みがあった場合においては、当該指定管理者に対し、当該文書等を公

開のため実施機関に提出するよう求めるものとする。 

(御殿場市個人情報保護条例の一部改正) 

4 御殿場市個人情報保護条例(平成15年御殿場市条例第35号)の一部を次のように改正す

る。 

第35条の次に次の1条を加える。 

(指定管理者に関する特例) 

第35条の2 指定管理者(地方自治法(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項に規定する

指定管理者をいう。以下同じ。)が同法第244条第1項に規定する公の施設(以下「公の

施設」という。)の管理を行うに当たって個人情報を取り扱う場合については、第2章

の規定を準用する。この場合において、第16条第1項中「あらかじめ」とあるのは「当

該指定管理者を指定した実施機関(以下「指定実施機関」という。)を通じて、あらか

じめ」と、同条第3項中「速やかに」とあるのは「指定実施機関を通じて、速やかに」

と読み替えるものとする。 

2 前項に規定する場合における第3章及び第4章の規定の適用については、第17条第1項

中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」と、「保有個人情報」とあるのは「指定管

理者が保有する個人情報」と、第18条、第19条第1項、第20条及び第21条中「実施機

関」とあるのは「指定実施機関」と、第22条第1項中「実施機関が」とあるのは「指

定管理者が」と、「実施機関に」とあるのは「指定実施機関に」と、第23条第1項中「実

施機関が」とあるのは「指定管理者が」と、「実施機関に」とあるのは「指定実施機関

に」と、第24条、第25条、第26条及び第27条中「実施機関」とあるのは「指定実施機

関」とする。 

(選定の特例措置) 

5 市長は、この条例の施行の際、現に市が出資している法人等が管理する公の施設の指

定管理者の選定については、当分の間、公募によらず、市が出資している法人等を指定

管理者の候補者として選定することができる。 

 

附 則(平成20年9月18日条例第30号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 

○御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

平成17年7月11日 

規則第14号 

 

(趣旨) 

第1条 この規則は、御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例(平成17年

御殿場市条例第14号。以下「条例」という。)の施行に関し、公の施設の指定管理者の指

定の手続等について必要な事項を定める。 

 

(指定管理者の公募に関する事項) 

第2条 条例第2条の規定による規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定管理者を公募するときは、次に掲げる事項をあらかじめ公告等の方法により公

表することとする。 

ア 施設の概要 

イ 管理の基準、管理業務の範囲及び内容 

ウ 管理の指定の期間 

エ 利用料金に関する事項 

オ 申請の方法、申請の期間 

カ 指定管理者の資格要件 

キ 選定の基準 

ク その他申請に必要な事項 

(2) 公募の期間は、前号に掲げる公表の日から起算して30日以上設けることとする。 

 

(指定の申請に関する事項) 

第3条 条例第3条の規定による規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 指定管理者指定申請書(様式第1号) 

(2) 事業計画書 

(3) 定款の写し及び登記事項証明書(全部事項証明書に限る。)又は法人若しくは団体の

概要がわかるもの 

(4) 経営状況を示す書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

(一部改正〔平成20年規則39号〕) 

 

(指定等の通知に関する事項) 

第4条 条例第6条第1項の規定による選定した者への指定の通知は、指定管理者指定通知

書(様式第2号)により行う。 



 

 

2 条例第6条第2項の規定による指定管理者への指定取消しの通知は、指定管理者指定取

消し通知書(様式第3号)により行う。 

3 条例第6条第2項の規定による指定管理者への業務の全部又は一部の停止を命ずる通知

は、指定管理者業務停止命令書(様式第4号)により行う。 

 

(協定で定める事項) 

第5条 条例第7条の規定において協定で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 事業計画、業務範囲及び内容に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 事業報告及び業務報告に関する事項 

(5) 市が支払うべき管理費用に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) その他管理業務等の遂行に関し、必要な事項 

 

(利用料金の事前承認に関する事項) 

第6条 条例第8条第2項及び第3項の規定に基づく利用料金の承認申請に必要な書類は、次

のとおりとする。 

(1) 利用料金(設定・減額・免除)承認申請書(様式第5号) 

(2) 収支計画書(様式第6号) 

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

2 条例第8条第2項及び第3項の規定に基づく市長の承認は、利用料金承認書(様式第7号)

により行うものとする。 

 

(事業報告に関する事項) 

第7条 条例第9条の規定に基づき提出する書類は次のとおりとする。 

(1) 事業報告書(様式第8号) 

(2) 収支報告書(様式第9号) 

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 

(補則) 

第8条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 



 

 

附 則(平成20年10月27日規則第39号) 

(施行期日) 

1 この規則は、平成20年12月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則施行の日前に、改正前の御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関す

る条例施行規則、御殿場市墓地、埋葬等に関する規則及び御殿場市指定地域密着型サー

ビス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の規定に

よりなされた手続、処分その他の行為は、改正後の御殿場市公の施設の指定管理者の指

定手続等に関する条例施行規則、御殿場市墓地、埋葬等に関する規則及び御殿場市指定

地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関す

る規則の規定による手続、処分その他の行為とみなす。 

 



〈指定管理者施設一覧〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　R4.4.1

施設名 制度区分 指定管理者 所管課

1 御殿場市営駅南駐車場 基盤施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービス株式会社 商工振興課

2 秩父宮記念公園 基盤施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

3 中央公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

4 桜公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

5 遊ＲＵＮパーク玉穂 基盤施設 2 4 1 7 3 31 一般社団法人玉穂報徳会 公園緑地課

6 湯沢平公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

7 駒門公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

8 富士岡公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

9 神場南公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

10 友愛パーク・朝日 基盤施設 3 4 1 8 3 31
一般社団法人原里愛郷振興協
会

公園緑地課

11 神山自然公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

12 新橋公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

13 馬車道公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

14 二の岡公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

15 東田中富士見公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

16 鮎沢公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

17 二枚橋公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

18 永原公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

19 神山平ふれあい公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

20 神山平優遊公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

21 アウトレットパーク 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

22 富士見原うさぎ島公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

23 富士見原中央公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

24 富士見原つつじ公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

25 富士見原あじさい公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

26 北畑馬見塚公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

27 新橋せせらぎ公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

28 南ふれあい自然公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

29 神山平富士見が丘公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

30 神山平見晴らし公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

31 富士御殿場工業団地第１公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

32 富士御殿場工業団地第２公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

33 グミの実公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

34 二子公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

35 平石公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

36 宮前公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

37 日垣田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

38 第１グリーンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

39 吉田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

40 まむし沢公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

41 永原追分公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

42 第２グリーンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

43 大子山公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

44 永原南タウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

45 第３グリーンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

46 便船塚公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

47 グリーンタウンかまど公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

48 永塚グリーンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

49 両賃田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

50 中央グリーンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

51 大石公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

52 反田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

53 夏刈公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

54 下村公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

55 宮ヶ崎公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

56 阿原公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

57 南原公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

58 畑ヶ田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

59 サンタウン公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

60 ねむの木平公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

61 前の田公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

62 富士見原杉の子公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

63 富士見原ひばり公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

64 富士見原ふれあい公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

65 富士見原みどり公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

66 山沢公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

指定期間
（自）

指定期間
（至）

1



施設名 制度区分 指定管理者 所管課
指定期間
（自）

指定期間
（至）

67 駅前通り線公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

68 便船塚第２公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

69 杉名沢道公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

70 中休場東公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

71 永原追分第２公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

72 中休場下公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

73 萩原西公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

74 神山ラビットランド公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

75 神山フェザント公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

76 栢ノ木北公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

77 北畑西公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

78 蕪木沢ふれあい公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

79 竈クノ木原公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

80 蕪木沢西公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

81 栢ノ木公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

82 杉名沢ふれあい公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

83 北久原内久根公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

84 みくりや公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

85 陽だまりの郷公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

86 横町公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

87 カリヤヅカ公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

88 サニーヒルズ南公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

89 ポケット公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

90 ルミナスガーデン 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

91 リベスタ公園 基盤施設 3 4 1 8 3 31 御殿場総合サービス株式会社 公園緑地課

92 御殿場市シルバーワークプラザ 産業振興施設 30 4 1 5 3 31
公益社団法人御殿場市シル
バー人材センター

長寿福祉課

93 駿東地域職業訓練センター 産業振興施設 3 4 1 8 3 31
職業訓練法人駿東地域職業能
力開発協会

商工振興課

94 たくみの郷 産業振興施設 3 4 1 8 3 31
一般社団法人印野郷土振興協
会

農政課

95 御殿場市民交流センター 社会福祉施設 30 4 1 5 3 31
社会福祉法人御殿場市社会福
祉協議会グループ

社会福祉課

96 東山地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 東山区 市民協働課

97 印野南地区学習等供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 印野区 市民協働課

98 駒門地区児童厚生体育施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 駒門区 市民協働課

99 西田中地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 西田中区 市民協働課

100 中畑南地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 中畑南区 市民協働課

101 小木原地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 小木原区 市民協働課

102 永原地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 永原区 市民協働課

103 新橋地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 新橋区 市民協働課

104 二枚橋地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 二枚橋区 市民協働課

105 中畑東地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 中畑東区 市民協働課

106 萩原地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 萩原区 市民協働課

107 川島田地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 川島田区 市民協働課

108 川柳地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 川柳区 市民協働課

109 塚原地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 塚原区 市民協働課

110 印野地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 印野区 市民協働課

111 山之尻地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 山之尻区 市民協働課

112 二の岡地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 二の岡区 市民協働課

113 尾尻地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 尾尻区 市民協働課

114 時之栖地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 時之栖区 市民協働課

115 中清水地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 中清水区 市民協働課

116 高内地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 高内区 市民協働課

117 永塚地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 永塚区 市民協働課

118 柴怒田地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 柴怒田区 市民協働課

119 萩蕪地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 萩蕪区 市民協働課

120 御殿場地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 御殿場区 市民協働課

121 中畑北地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 中畑北区 市民協働課

122 中畑西地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 中畑西区 市民協働課

123 茱萸沢上地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 茱萸沢上区 市民協働課

124 大坂地区コミュニティ供用施設 文教施設 28 4 1 8 3 31 大坂区 市民協働課

125 中郷館 文教施設 3 4 1 8 3 31
高根ふれあい広場･中郷館管理
運営委員会

市民協働課

126 東山旧岸邸 文教施設 31 4 1 6 3 31 株式会社虎玄 社会教育課

127 御殿場市民会館 文教施設 4 4 1 9 3 31 御殿場総合サービスグループ 社会教育課

128 富士山交流センター　 文教施設 3 4 1 8 3 31
一般社団法人印野郷土振興協
会

観光交流課

129
玉穂地区屋内プール施設及び玉穂
地区コミュニティ供用施設

ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31 一般社団法人玉穂報徳会 市民協働課
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130 御殿場地区広場（パレットごてんば） ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31
御殿場地区広場管理運営委員
会

市民協働課

131 原里地区広場（友愛パーク･原里） ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31
一般社団法人原里愛郷振興協
会

市民協働課

132 玉穂地区西広場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31 一般社団法人玉穂報徳会 市民協働課

133 玉穂地区東広場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31 一般社団法人玉穂報徳会 市民協働課

134 印野地区スポーツ公園（丸尾パーク） ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31
一般社団法人印野郷土振興協
会

市民協働課

135 高根ふれあい広場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31
高根ふれあい広場･中郷館管理
運営委員会

市民協働課

136 高根西ふれあい広場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 3 4 1 8 3 31
高根ふれあい広場･中郷館管理
運営委員会

市民協働課

137 御殿場市陸上競技場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

138 御殿場市中央テニスコート ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

139 御殿場市体育館 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

140 御殿場市東運動場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

141 御殿場市南運動場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

142 御殿場市馬術･スポーツセンター ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービスグループ スポーツ交流課

143 乙女森林公園第１ ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービス株式会社 農林整備課

144 乙女森林公園第２ ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービス株式会社 農林整備課

145 市民の森フォレスト乙女 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 31 4 1 6 3 31 御殿場総合サービス株式会社 農林整備課

146 東山青少年広場 ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 4 4 1 9 3 31
公益財団法人日本ＹＭＣＡ同
盟

社会教育課

147 御殿場市御胎内温泉健康センター ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ･ｽﾎﾟｰﾂ施設 2 4 1 7 3 31
一般社団法人印野郷土振興協
会

観光交流課
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